令和８年度
８調第１号
漁港等の魅力及びポテンシャル調査業務委託
企画提案書

（　商号又は名称　）
１　同種業務の実績
　商号又は名称　
過去１０年間の同種業務の実績

	No
	区分
	業務名
	業務概要
	発注機関
	契約
年月日
	契約金額

(千円)
	調査場所

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	


【注意事項】

（１）過去10年間の、国、地方公共団体、公社・公団・公庫等（独立行政法人、地方独立
　　　行政法人、国公立大学法人、学校法人、認可法人を含む。）から受託した次の同種業
　　　務の実績を記載する。
　　　「漁港や藻場を活用した海業に関する業務」
（２）前年度から過去10年間に実施・完了した同種業務を記載し、実績がない場合は、「実
　　　績無し」と記載する。
（３）区分欄には、同種業務の漁港や藻場を活用した海業に関する業務を記載する。

（４）契約金額は、千円未満を切り捨てる。

（５）調査場所は、関係都道府県名を記載する。

（６）記載した業務に係る契約締結及び履行を証する書面の写しを添付する。

（７）添付書類だけでは、業務実績等が確認できない場合は、当該業務の実績を証明できる
　　　書類を添付する。
２　業務の実施方針
　商号又は名称　

	１　業務理解度
２　実施手順



【注意事項】

・業務理解度には、業務の目的、内容及び制約条件について記載する。
・実施手順には、実施工程、課題等の対応方針及び品質管理体制について記載する。

３　特定テーマに対する的確性・実現性
　商号又は名称　
	特定テーマ

	青森県内で海業の取組を進めるには、何が重要か

	


【注意事項】

・特定テーマに対する所見について、A4版１枚で簡潔に記載する。
４　配置予定主任担当者の同種業務の実績
　商号又は名称　
配置予定主任担当者の過去10年間の同種業務の主任担当実績
	No
	区分
	業務名
	業務概要
	発注機関
	契約
年月日
	契約金額

(千円)
	調査場所

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	


【注意事項】
（１）過去10年間の、国、地方公共団体、公社・公団・公庫等（独立行政法人、地方独立
　　　行政法人、国公立大学法人、学校法人、認可法人を含む。）から受託した次の同種業
　　　務の実績を記載する。
　　　「漁港や藻場を活用した海業に関する業務」
（２）前年度から過去10年間に実施・完了した同種業務を記載し、実績がない場合は、「実
　　　績無し」と記載する。
（３）区分欄には、同種業務の漁港や藻場を活用した海業に関する業務を記載する。

（４）契約金額は、千円未満を切り捨てる。

（５）調査場所は、関係都道府県名を記載する。
（６）記載した業務に係る配置予定主任担当者の実績を証する書面の写しを添付する。

５　見積書
　商号又は名称　
見積額　　金　　　　　　　　円
（消費税及び地方消費税を含む。）
積算内訳

	区　分
	数量
	単位
	単価
	金　額
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


【注意事項】
・積算内訳を記載すること。
・必要に応じて積算参考資料を添付する。
・本様式の内容がすべて記載されている場合は、任意の様式でよい。
・契約候補者を特定するための企画提案書の評価及び契約は、見積書に記載された金額で行うので、参加表明者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか、免税業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を含めた金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を見積書に記載すること。
６　共同グループ構成員の業務分担
　代表者の商号又は名称　
共同グループ構成員の業務分担
	区　分
	所在地
	法人名
	分担業務
	担当者

	代表者
	
	
	
	

	構成員
	
	
	
	

	構成員
	
	
	
	

	構成員
	
	
	
	


【注意事項】

・共同グループで参加する場合は、本項目を記載し、共同グループで参加しない場合は、「該当無し」と記載する。
・代表者と構成員の全てが本業務委託に係る共同グループを設立したことが分かる以下の
いずれかの書類を添付する。
①　構成員の同意を得るための共同グループ名による規約及び同意書
②　共同グループ名による協定書
③　共同業務を目的とした代表者と構成員が締結した契約書
